
静岡県告示第614号 

 静岡県地域総合整備資金貸付要綱（平成４年静岡県告示第861号）の一部を次のように改正する。 

  平成29年８月15日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

改正前 改正後 

（貸付対象事業） 

第３条 地域総合整備資金の貸付の対象となる

事業（以下「貸付対象事業」という。)は、知

事が策定した地域振興民間能力活用事業計画

に位置付けられた民間事業者等による事業で

あって、次の各号のすべてに該当するものと

する。 

(1) （略）  

(2) 事業の営業開始に伴い、事業地域内にお

いて10人（電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法（平

成23年法律第108号）第３条第２項に規定す

る特定供給者が同項に規定する認定発電設

備を整備する事業であって、知事が地域振

興の観点から特に支援が必要と認めるもの

にあっては１人）以上の新たな雇用の確保

が見込まれるもの 

(3)・(4) （略）  

２ （略） 

（貸付額） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 地域力創造対策実施要綱（平成21年３月31

日付け総行政第116号総務事務次官通知）に基

づき選定された地域力創造推進地域（次項に

該当するものを除く。 ）又は地域再生計画認定

地域（内閣府所管の地域再生支援利子補給金

又は特定地域再生支援利子補給金の支援措置

を活用するために地域再生法（平成17年法律

第24号）の規定に基づき申請をし、及び認定

を受けた地域再生計画に係る地域をいい、次

（貸付対象事業） 

第３条 地域総合整備資金の貸付の対象となる

事業（以下「貸付対象事業」という。)は、知

事が策定した地域振興民間能力活用事業計画

に位置付けられた民間事業者等による事業で

あって、次の各号のすべてに該当するものと

する。 

(1) （略）  

(2) 事業の営業開始に伴い、事業地域内にお

いて10人（電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法（平

成23年法律第108号）第２条第５項に規定す

る認定事業者が同項に規定する認定発電設

備を整備する事業であって、知事が地域振

興の観点から特に支援が必要と認めるもの

にあっては１人）以上の新たな雇用の確保

が見込まれるもの 

(3)・(4) （略）  

２ （略） 

（貸付額） 

第５条 （略） 

２・３ （略） 

４ 地域再生計画認定地域（内閣府所管の地域

再生支援利子補給金又は特定地域再生支援利

子補給金の支援措置を活用するために地域再

生法（平成17年法律第24号）の規定に基づき

申請をし、及び認定を受けた地域再生計画に

係る地域をいい、次項及び第６項に該当する

ものを除く。 ）において実施される貸付対象事

業に係る第１項の規定の適用については、当

分の間、同項中「42億円」とあるのは「52億



項に該当するものを除く｡）において実施され

る貸付対象事業に係る第１項の規定の適用に

ついては、当分の間、同項中「42億円」とあ

るのは「52億5,000万円」と、「63億円」とあ

るのは「78億7,000万円」とする。 

５～７ （略） 

附 則 

１ （略） 

２ 平成33年３月31日までの間は、過疎地域自

立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第

２条第１項に規定する過疎地域（第５条第５

項に該当するものを除く。)又は同法第33条第

１項の規定により過疎地域とみなされる区域

のうち市町村の廃置分合若しくは境界変更が

あった日の前日において過疎地域であった区

域若しくは同条第２項の規定により過疎地域

とみなされる区域（第５条第５項に該当する

ものを除く。）において実施される貸付対象事

業に係る第５条第１項、第２項及び第４項の

規定の適用については、同条第１項中「42億

円」とあるのは「54億円」と、「63億円」と

あるのは「81億円」と、同条第２項中「35パ

ーセント」とあるのは「45パーセント」と、

同条第４項中「52億5,000万円」とあるのは

「67億5,000万円」と、「78億7,000万円」と

あるのは「101億2,000万円」とする。 

 

３ 平成35年３月31日までの間は、離島振興法

（昭和28年法律第72号）第２条第１項に規定

する離島振興対策実施地域（第５条第５項に

該当するものを除く。）において実施される貸

付対象事業に係る第５条第１項、第２項及び

第４項の規定の適用については、同条第１項

中「42億円」とあるのは「54億円」と、「63

億円」とあるのは「81億円」と、同条第２項

中「35パーセント」とあるのは「45パーセン

5,000万円」と、「63億円」とあるのは「78億

7,000万円」とする。 

 

 

 

５～７ （略） 

附 則 

１ （略） 

２ 平成33年３月31日までの間は、過疎地域自

立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第

２条第１項に規定する過疎地域（第５条第５

項及び第６項に該当するものを除く。）又は同

法第33条第１項の規定により過疎地域とみな

される区域のうち市町村の廃置分合若しくは

境界変更があった日の前日において過疎地域

であった区域若しくは同条第２項の規定によ

り過疎地域とみなされる区域（第５条第５項

及び第６項に該当するものを除く。）において

実施される貸付対象事業に係る第５条第１

項、第２項及び第４項の規定の適用について

は、同条第１項中「42億円」とあるのは「54

億円」と、「63億円」とあるのは「81億円」

と、同条第２項中「35パーセント」とあるの

は「45パーセント」と、同条第４項中「52億

5,000万円」とあるのは「67億5,000万円」

と、「78億7,000万円」とあるのは「101億 

2,000万円」とする。 

３ 平成35年３月31日までの間は、離島振興法

（昭和28年法律第72号）第２条第１項に規定

する離島振興対策実施地域（第５条第５項及

び第６項に該当するものを除く。）において実

施される貸付対象事業に係る第５条第１項、

第２項及び第４項の規定の適用については、

同条第１項中「42億円」とあるのは「54億 

円」と、「63億円」とあるのは「81億円」

と、同条第２項中「35パーセント」とあるの



ト」と、同条第４項中「52億5,000万円」とあ

るのは「67億5,000万円」と、「78億7,000万

円」とあるのは「101億2,000万円」とする。 

は「45パーセント」と、同条第４項中「52億

5,000万円」とあるのは「67億5,000万円」

と、「78億7,000万円」とあるのは「101億 

2,000万円」とする。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

  附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 


